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1. はじめに                    

1-1 研究の背景と目的 

近年,日本では人口減少により,経済活動の縮小や空

き家の増加,地域内交流の停滞などが進行し,地域住民

が主体となった地域の維持管理や意思決定といった住

民自治が困難になりつつある。特に中山間地域では,都

市部より高齢化率が高く,人口流出による過疎化が進む

ことで,地域コミュニティの脆弱化や空き家の増加が顕

著である 1)。 

こうした状況下において,国および地方自治体は,地

方創生施策,中山間地域等直接支払制度 2)ならびに地域

運営組織形成支援などの多様な政策を実施してきた。

しかし,中山間地域は地形,気候,人口構成,産業構造な

どの地域特性注１)が多様であり,画一的な施策では十分

に対策が行き届かないことが指摘されている。農林水

産省の報告 3）でも,中山間地域における地形や気候,資

源,産業構造などの地域特性に応じた多様な経営モデ

ルの必要性が指摘されている。 

したがって,中山間地域の地域特性の多様性に対応

するためには,まず地域ごとの特性を把握することが

重要である。 

岩下ら 4)が岐阜県郡上市の 107 集落を対象に行った

研究では,人口統計・アクセスビリティ・土地利用・財

政などの指標を用いたクラスター分析により集落を 7

類型に分類し，各集落に対する適切な支援の検討が行

われている。また,前垣ら 5）は中山間地域の小規模地域

拠点を対象に,機能構成と規模特性に基づく類型化を

行い,生活サービス供給体系の差異を明らかにした。 

こうした研究により中山間地域の構造的違いは一定

程度明らかにされてきたものの，既往研究の多くは人

口動態や交通条件，土地利用，産業構造など限られた指

標に基づく類型化にとどまり，全国の中山間地域を多

面的な特性から総合的に類型化した研究は依然として

不足している。そこで本研究では,全国規模の中山間地

域を類型化することにより,各類型の地域特性や構造

的差異,分布傾向を明らかにすることを目的とする。 

1-2 中山間地域の定義 

農林水産省の農業地域類型 6)では,1950 年当時の市

区町村を土地利用上の特徴に基づき,都市的地域・平地

農業地域・中間農業地域・山間農業地域の 4 地域に分

類している。また,当該類型区分において,中間農業地

域と山間農業地域を合わせた地域が「中山間地域」と定

義されている 7)。本研究では,農林水産省の定義に依拠

し,市区町村を平成の大合併前である 2000 年(平成 12

年)当時の市区町村に再編成し,中間農業地域及び山間

農業地域に区分される市区町村を中山間地域として抽

出した。また本島と隔絶され,他の「中山間地域」とは

異なる地理条件を持つ離島は「中山間地域」から除外し

た。その結果,本研究で対象とする中山間地域は,2002地

域とした。 

1-3 研究の方法 

中山間地域の主要特徴を,体系的に把握するため, 

「規模」「産業」「観光資源」などの地域特性を用いて

主成分分析を実施することで,共通因子を抽出した。そ

の後,主成分得点を用いてクラスター分析を行い,全国

中山間地域の類型化を行った。 

さらに,地理情報システム（QGIS）によりクラスター

分析の結果の空間分布を可視化することで,各類型に

おける中山間地域の分布傾向を明らかにした。最後,に

得られたクラスター分析の結果とその空間分布との比

較により中山間地域における地域特性の構造的差異を

明らかにした。 

2. 中山間地域の地域特性分析と類型化          

2-1 地域特性を説明する変数 

中山間地域が持つ固有の特性を把握するため,全国

2002 中山間地域の地域特性を収集した。地域特性は,総
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人口,高齢化率,生産年齢人口率の「規模」,最も近い DID

までの距離注２),政令指定都市からの距離注３),最寄り JR

駅までの距離注４)などの「立地」,産業分類ごとの就業者

数の「産業」,国指定文化財等の数,観光資源数の「観光

資源」の計 32 項目（表 1）を選定した。また,各変数の

調査年度は,収集可能な最新の年度とした。 

表 1 中山間地域の地域特性指標一覧

 

2-2 地域特性における共通因子の抽出 

中山間地域の立地条件や産業構造等に関する地域特

性の共通因子を抽出するため,研究対象 2002 地域から

収集した地域特性指標を用いて主成分分析を実施した。 

まず,変数間の関連構造を確認するためバートレッ

ト検定を行った結果,有意確率は 0.000 であり,変数間

に相関関係が存在することが確認された。MSA の総合

値は 0.937 と高く,本研究で扱う地域特性指標は主成分

分析に適していると判断した。次に,多様な地域特性を

少数の統合的指標へ圧縮することを目的として,固有

値に基づき主成分を抽出した。固有値が 1.0 を上回る成

分を抽出するカイザー基準の結果,第 1～第 5 主成分を

抽出し,累積寄与率は 66.5％となった。一般には累積寄

与率 70％程度が目安とされるが,本研究で扱う指標は

性質が多様であり,固有値 1.0 未満の成分は説明力が限

定的であったことら,5 主成分の抽出は妥当と判断した。

得られた成分行列（表 2）に基づき,各主成分の内容を

以下のとおり解釈した。 

第 1 主成分は総人口（0.989）や卸売・小売業（0.985）,

サービス業（0.966）,医療・福祉（0.956）など人口・

産業関連指標で高い正の負荷量を示し,「人口・産業集

積」と定義した。第 2 主成分は DID 距離（0.662）,JR

駅距離（0.631）,政令指定都市距離（0.631）など距離

指標や漁業（0.698）が高く,中心地からの遠さや沿岸・

遠隔地特性を反映し,「遠隔性・交通不便性」と解釈し

た。第 3 主成分は,高齢化率（0.889）が強い,生産年齢

人（−0.890）が負の負荷量を示しており,「高齢化」と

定義した。第 4 主成分は登録記念（0.704）や国宝・重

要文化財（0.656）など文化財関連指標が高く,「文化財・

歴史資源」と定義した。第 5 主成分は,自然公園面積率

（0.824）のように自然環境の良好性を示す正の負荷量

と,農業・林業（−0.466）が負の負荷量を示しているこ

とから,「自然環境保全」と定義した。 

表 2 主成分分析の結果 
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2-3 地域特性を用いた中山間地域の分類 

本研究では,全国中山間地域の主成分分析で得られ

た主成分得点を用いて階層型クラスター分析を実施し

た。分析にはウォード法を,地域間の距離にはユーク

リッド距離を採用した。まず,クラスター分析で得ら

れた地域間の距離行列に基づき樹形図を作成した。当

該樹形図における結合距離の急激な上昇点およびクラ

スターの分岐構造を考慮し,クラスター数を 5 とする

ことが妥当であると判断した。次に,この判断に基づ

き地域を 5 クラスターに分類し,結果を表 3 に示す。

以下では,各クラスターの特徴を比較分析した。 

「クラスター1：標準型」は,全ての主成分が全体平均

に近く,地理的・社会的特徴に偏りが見られないクラス

ターである。このクラスターには 1503 地域が含まれ,

全クラスター中で最多である。 

「クラスター2：自然環境型」は,第 5 主成分「自然

環境保全」が 2.192 と他クラスターを上回り,自然環境

の保全特性が高い。また,第 1 主成分「人口・産業集積」

は−3.125 と低く,豊かな自然環境資源に対して人口規

模・産業集積が小さい点が特徴である。 

「クラスター3：遠隔型」は,第 2 主成分「遠隔・交通

不便性」が 5.732 と突出し,交通利便性が特に低い。 

「クラスター4：高齢化衰退型」は,第 3 主成分「高

齢化」が 3.566 で最も高く,第 1 主成分「人口・産業集

積」は−8.024 と低い。つまり,急速な高齢化と産業衰退

が同時に進む衰退傾向の強いクラスターである。 

「クラスター5：文化・人口集積型」は,第 4 主成分

「文化財・歴史資源」が 4.420,第 1 主成分「人口・産

業集積」も 33.362 と高く,文化的資源と人口・産業の

集積が顕著な特徴を持つ。 

表 3 クラスター分析の結果 

 

図１ クラスター分析結果の空間分布 
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2-4 クラスター分析結果の空間分布 

クラスター分析結果の空間的特性を把握するため,

本研究では得られた 5クラスターをQGISに取り込み,

可視化を行った。その成果を図 1 に示す。図 1 を参照

しつつ,各クラスターの空間的分布パターンおよびク

ラスター間に見られた地理的関連性について考察する。 

まず,「クラスター1：標準型」（図中水色）は東北地

方,紀伊半島南部,九州南部の沿岸部に広く分布し,他

クラスターが集中的に出現する地域の周縁部にも多く

位置していたことから,中山間地域構造の骨格となる

標準的な中山間地域であると判断できる。 

「クラスター2：自然環境型」（図中淡緑色）は中部,

中国,九州などの山岳・森林地域に連続的に広がり,そ

の分布は自然地形の帯状構造と整合している。この「ク

ラスター2：自然環境型」（図中淡緑色）の周縁部では,

地域によって「クラスター4：高齢化衰退型」（図中黄

色）が隣接する傾向も見られる。自然環境に恵まれた地

域であっても,山地部周辺では生活インフラが相対的

に制約されるため,人口減少と高齢化が進行しやすい

傾向があると考えられる。 

また,「クラスター3：遠隔型」（図中ピンク色）は北

海道・東北の沿岸部・四国・能登半島北部など交通条件

や地理的条件が厳しい地域に点在している。その周囲

にも「クラスター4：高齢化衰退型」（図中黄色）が分

布している場合が多く,地理的隔絶が人口の社会減を

通じて高齢化を加速させる可能性が考えられる。 

一方,「クラスター5：文化・人口集積型」（図中青色）

は近畿・中部に局所的に集積し,非中山間地域と接する

傾向が強い。この分布は,歴史的中心地としての文化資

源の集中に加え,都市部からのアクセス性や経済的基

盤といった条件が,文化・歴史資源の維持・活用に寄与

していることを反映していると考えられる。 

以上より,中山間地域の各クラスターは,自然地形,

交通条件,都市圏への近接性といった空間的要因の組

み合わせによって特徴的な分布パターンを示している

ことを確認した。 

2-5 研究対象地の概要と位置づけ 

全国の中山間地域を対象に実施した主成分分析およ

びクラスター分析の結果,研究対象地域である大分県

中津市本耶馬渓町は「クラスター2：自然環境型」に分

類された。本耶馬渓町は渓谷景観や森林資源といった

豊かな自然的資産を有している一方で,人口規模や産

業集積は限定的である,これらの特徴は当該類型と概

ね整合していると考えられるが,高齢化の進行や人口

減少の影響により,将来的には「クラスター4：高齢化衰

退型」のリスクも抱える可能性がある。しかし,本耶馬

渓町については「自然環境型」でありながら,「文化・

人口集積型」および「標準型」の中山間地域が隣接して

いることも確認できる。このような地理的配置により,

本耶馬渓町は自然環境を基盤としつつ,文化資源や生

活基盤が相対的に整った地域との近接性も併せ持ち,

交流の誘発や多様な主体の流入を促す上で一定の条件

的優位性を有していると考えられる。 

以上の点から,本耶馬渓町は「クラスター2：自然環境

型」としての特性を保持しながらも,異なる地域特性を

有する市町村と隣接する境界的な位置に立地しており,

多様な地域関係者による活動の展開や関係形成を生み

出し得る潜在性を備えていると判断できる。 

3. 総括                      

中山間地域を対象に主成分分析とクラスター分析を

行った結果,中山間地域を「標準型」「自然環境型」「遠

隔型」「高齢化衰退型」「文化・人口集積型」の 5類型

に分類し,それぞれの特徴的な空間分布を明らかにし

た。研究対象地である大分県中津市本耶馬渓町は,「自

然環境型」に位置づけられ,豊かな自然資産と限定的な

人口・産業集積という特性を有することを確認した。さ

らに,本耶馬渓町は「文化・人口集積型」および「標準

型」との境界域に位置していたことから,自然環境を基

盤としつつ,周辺の文化・歴史資源や生活基盤へのアク

セス性にも一定の優位性を有する可能性が示唆された。 
【補注】  

注 1)地域特性とは,人口構成,地理的条件,産業構造,文化資源,自然環境等,地域の社会経済的・空間的特徴を示す属性の総称である。本研究では,表 1 に示す指標を選定した。 

注 2)最も近い DID までの距離は,中山間地域の役場から DID の役場までの距離を測定した。 

注 3)政令指定都市からの距離は,役場所在地から最寄り政令指定都市の市役所所在地までの直線距離。 

注 4)最寄りの JR 駅までの距離は,中山間地域の役場から JR 駅までの距離を測定した。 
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